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釜石市新市庁舎建設（電気設備）工事応募要領 

 
釜石市特定市営建設工事入札参加資格審査申請の受付および設計図書の配付について、

下記により行います。 

 

令和５年１２月２５日 

釜石市長 小 野 共 

 

１ 工事概要 

 

（１） 工事名  釜石市新市庁舎建設（電気設備）工事 

※本工事は分離発注工事（建築主体・電気設備・機械設備） 

 

（２） 工事場所 釜石市天神町５番２０号（地番：天神町３３番１） 

 

（３） 標準工期 ２１か月間（Ｒ５年度：０％，Ｒ６年度：１５％，Ｒ７年度：８５％） 

 

（４） 工事内容 

 

ア  釜石市新市庁舎建設工事における電気設備工事一式 

イ  敷地面積：11,757.92㎡   

ウ  構造：【庁舎棟】鉄骨鉄筋コンクリート造、一部鉄筋コンクリート造、一部鉄 

骨造 地上5階建 

      【車庫棟】鉄筋コンクリート造 地上2階建 

エ  延面積：8,887.45㎡ 

 

（５） 入札方法 条件付一般競争入札（特定建設工事共同企業体もしくは単体企業） 

 

 (６) 建設スケジュール（予定） 

 

    令和６年２月１日（木） 入札 

令和６年２月５日（月） 仮契約 

令和６年３月中旬    契約 

    令和７年１２月２１日  竣工 

 

２ 特定建設工事共同企業体の場合の応募資格要件等（単体企業の場合は次項３を参照） 

 

① 特定建設工事共同企業体の構成員数 

 

（１） ２者又は３者とする。 

 

（２） 自主結成方式とする。 

 

 

② 特定建設工事共同企業体の応募要件 

 

本工事の入札参加資格審査を希望する特定建設工事共同企業体(以下「共同企業体」 
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という。)に必要な資格は、次のとおりである。 

 

（１）共同企業体の構成員に必要な資格に関する事項 

 

ア 釜石市の令和５・６年度建設工事等請負資格者名簿（市内業者分）において、 

区分が「電気Ａ」に登録されている者。 

イ 本工事に対応する許可業種に係る監理技術者を工事現場に専任で配置できる者。 

ウ 公告の日から入札の日までの間に、釜石市から指名停止措置を受けていないこ 

と。 

エ 構成員のうち、全構成員の出資比率は、２者の場合は３０％以上、３者の場合は 

２０％以上とすること。 

オ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項又は第２項 

  の規定に該当しないものであること。 

  カ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ 

れていない者（再生手続の決定を受けた者を除く。）であること。 

キ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更正手続開始の申立てがなさ 

れていない者（更生手続開始の決定を受けた者を除く。）であること。 

ク 釜石市暴力団排除条例（平成２７年釜石市条例３７号）に規定する暴力団員又は 

条例に規定する暴力団関係者でないこと。また、釜石市建設工事等暴力団排除措 

置要綱（平成１４年釜石市告示第１２４号）に掲げる措置要件のいずれかに該当 

する者でないこと。 

 

（２）共同企業体の代表者（以下「代表者」という。）に必要な資格に関する事項 

 

ア 釜石市の令和５・６年度建設工事等請負資格者名簿（市内業者分）において、 

  区分が「電気Ａ」に登録されている者のうち、特定建設業許可を受けている者。 

イ １級電気工事施工管理技士、もしくはそれと同等以上と認められる者で、監理技

術者資格者証を有し、かつ３ヶ月以上の雇用関係にある者を現場代理人及び監理

技術者（兼務可能）として専任で配置できる者。 

ウ 代表者の出資比率は、構成員のうち最大の出資比率でなければならない。 

 

（３）代表者以外の構成員に必要な資格に関する事項 

 

ア 釜石市の令和５・６年度建設工事等請負資格者名簿（市内業者分）において、 

区分が「電気Ａ」に登録されている者。 

イ １級電気工事施工管理技士、もしくはそれと同等以上と認められる者で、監理技 

術者資格者証を有し、かつ３ヶ月以上の雇用関係にある者を監理技術者として専 

任で配置できる者。 

 

 

３ 単体企業の場合の応募資格要件（特定建設工事共同企業体の場合は前項２を参照） 

 

単体企業に必要な資格に関する事項 

 

ア 釜石市の令和５・６年度建設工事等請負資格者名簿（市内業者分）において、 

区分が「電気Ａ」に登録されている者。 

イ １級電気工事施工管理技士、もしくはそれと同等以上と認められる者で、監理技 

術者資格者証を有し、かつ３ヶ月以上の雇用関係にある者を現場代理人及び監理 
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技術者（兼務可能）として専任で配置できる者。 

ウ 公告の日から入札の日までの間に、釜石市から指名停止措置を受けていないこ 

と。 

エ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項又は第２項 

  の規定に該当しないものであること。 

  オ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ 

れていない者（再生手続の決定を受けた者を除く。）であること。 

カ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更正手続開始の申立てがなさ 

れていない者（更生手続開始の決定を受けた者を除く。）であること。 

キ 釜石市暴力団排除条例（平成２７年釜石市条例３７号）に規定する暴力団員又は 

条例に規定する暴力団関係者でないこと。また、釜石市建設工事等暴力団排除措 

置要綱（平成１４年釜石市告示第１２４号）に掲げる措置要件のいずれかに該当 

する者でないこと。 

 

４ 釜石市特定市営建設工事参加資格審査申請書の提出等 

 

本工事の入札参加資格審査を希望する者は、釜石市特定市営建設工事参加資格審査 

申請書及び添付書類を持参または郵送・配達により提出し、審査を受けなければな 

らない。 

 

（１） 申請書の提出等 

 

ア  期間：令和５年１２月２５日（月）から令和６年１月１２日（金）まで 

※土曜日、日曜日、祝日、及び年末年始の閉庁期間（１２月２９日（金）から１月 

 ３日（水）まで）を除く。 

 

イ  受付時間：午前９時００分から午後５時００分まで 

持参又は郵送・宅配便（必ず配達の記録が残る方法とし、到着確認を行うこ 

と。）のいずれかの方法により提出のこと。電子メール・ファックスによる提出 

は受理しない。 

 

※持参の場合は、希望日時を事務局に連絡の上、電話予約を行うこと。 

郵送・宅配便の場合は提出期限必着とする。なお、封筒の表には本件の申請に係 

る書類が入っていることがわかるよう記載すること。 

 

ウ  提出場所（事務局） 

所在地：〒０２６－８６８６ 岩手県釜石市只越町三丁目９番１３号 

担当：釜石市総務企画部資産管理課 新市庁舎建設推進室（第一庁舎東側３階） 

  電話番号：０１９３－２２－２１１１（内線１７８） 

       ０１９３－２７－８４２９（直通） 

エ  提出部数 １部 

 

オ 提出書類 

 ＜申請書＞ 

・釜石市特定市営建設工事参加資格審査申請書（様式第１号） 

＜添付書類＞ 

・特定建設工事共同企業体協定書（写し）←単体企業の場合は添付不要 

・配置予定技術者等申告書（様式第２号） 
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・配置予定技術者の資格者証・合格証等（写し） 

・配置予定技術者の「３か月以上の雇用関係」がわかるもの（写し） 

・経歴書（様式第３号） 

・承諾書（様式第４号） 

・暴力団、暴力団員又はこれらの者と密接な関係を有する者に該当しないことの誓 

約書（様式第５号） 

 

※上記要件を確認するため、全ての構成員もしくは企業は、配置予定技術者の「資 

格者証・合格証等の写し」と「３か月以上の雇用関係がわかるものの写し」を提 

出すること。 

※配置予定技術者は、現場代理人もしくは監理技術者として担当した主な工事の経 

歴書を提出すること。 

※本工事は、作業員の確保、資材や事務用品の調達などを釜石市内業者から行い、 

地域経済の活性化をはかることを目的として、承諾書の提出を求めることとし、 

着工後には定期的に履行確認を行うこととする。 

 

 

（２） 参加資格審査についての質問書の受付・回答 

 

ア  受付期間 

令和５年１２月２５日（月）から令和６年１月１０日（水）正午まで 

※年末年始の閉庁期間（１２月２９日（金）から１月３日（水）まで）に送信 

されたメールの受信確認は１月４日（木）以降になります。 

イ 提出方法 

質問書（様式第６号）を作成のうえ、電子メールにて提出すること。 

E-mail tyousya@city.kamaishi.iwate.jp（必ず受信確認を行うこと。） 

ウ 質問書への回答 

令和６年１月１１日（木）までに電子メール等で全者に回答する。回答準備が整 

った場合は、１月１１日（木）を待たずに随時回答するものとする。 

 

（３） 提出された書類に以下に記載する事項が認められる場合には失格とする。 

 

ア  必要な事項が記載されていない場合 

イ  必要な条件を満たしていない場合 

ウ 虚偽の記載をした場合 

 

（１） 審査結果通知：令和６年１月１６日（火）までにファックス等迅速な手段で通知す

るとともに、通知書原本は郵便等をもって送付する。 

 

（２） 留意事項 

所定の提出方法及び様式以外の質問は受理しない。 

 

 

５ その他 

 

（１）現場説明会は行わない。 
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（２）提出された書類は返却しない。なお、これを公表し、又は無断で使用することはな

い｡提出書類に記載した配置予定の技術者を変更する場合、発注者の承諾を得るもの

とする。 

 

（３）申請書及び添付資料の作成及び提出等に係る経費は、申請者の負担とする。 

 

（４）同一の工事については全ての構成員（全業者）とも、複数の応募はできない。 

（代表者あるいは構成員が同一工事で他の共同企業体の構成員として複数応募した場 

合は、その該当する共同企業体は応募資格要件不良として処理する。） 

 

 

６ 設計図書の配付について 

 

（１） 配付方法 

 

ア  期間：令和５年１２月２５日（月）から令和６年１月１０日（水）まで 

※土曜日、日曜日、祝日、及び年末年始の閉庁期間（１２月２９日（金）から１月 

３日（水）まで）を除く。 

イ  時間：午前９時００分から午後５時００分まで 

ウ  場所 

所在地：〒０２６－８６８６ 岩手県釜石市只越町三丁目９番１３号 

担当：釜石市総務企画部資産管理課 新市庁舎建設推進室（第一庁舎東側３階） 

  電話番号：０１９３－２２－２１１１（内線１７８） 

       ０１９３－２７－８４２９（直通） 

 

※設計図書は電子記録媒体で配付するものとし、公告開始時点から受け付ける。 

受け取り希望日時を事務局に連絡の上、電話予約を行うこと。 

※設計図書の受け取りは、入札参加資格審査を希望する「電気Ａ」（釜石市令和５・ 

６年度建設工事等請負資格者名簿（市内業者分））に登録されている者のみとす 

る。 

 

（２） 設計図書についての質問書の受付・回答 

 

ア  受付期間 

令和６年１月１７日（水）から令和６年１月２４日（水）正午まで 

イ 提出方法 

質問書（様式第７号）を作成のうえ、共同企業体の代表者もしくは単体企業が電 

子メールにて提出すること。代表者以外の構成員に同報（電子メールのＣＣ）を 

入れることも可とする。 

E-mail tyousya@city.kamaishi.iwate.jp（必ず受信確認を行うこと。） 

ウ 質問書への回答 

令和６年１月２９日（月）までに、全ての共同企業体代表者もしくは単体企業 

（質問書提出の際に代表者以外の構成員への同報があった場合は代表者以外も含 

む）に電子メール等で連絡する。回答準備が整った場合は、１月２９日（月）を 

待たずに随時回答するものとする。 

 


